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諮問庁：国土交通大臣 

諮問日：平成２８年１月２６日（平成２８年（行個）諮問第１４号） 

答申日：平成２８年７月２２日（平成２８年度（行個）答申第７５号） 

事件名：特定事業者への調査・指導内容を改ざん及びその結果を捏造した本人

宛て「行政相談事案について（回答）」等の不開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

   別紙の１に掲げる文書１ないし文書６及び文書８に記録された保有個人

情報（以下「本件請求保有個人情報」という。）の開示請求に対し，文書

１ないし文書４及び文書８に記録された保有個人情報につき，開示請求に

形式上の不備があるとして不開示とし，文書５及び文書６に記録された保

有個人情報につき，これを保有していないとして不開示とした決定につい

ては，文書１，文書２，文書４及び文書８に記録された保有個人情報につ

き， 開示請求に形式上の不備があるとして不開示としたことは結論にお

いて妥当であり，文書５及び文書６に記録された保有個人情報につき，こ

れを保有していないとして不開示としたことは妥当であるが，文書３に記

録された保有個人情報の開示請求については，別紙の２に掲げる文書③に

記録された保有個人情報を対象として，改めて開示決定等をすべきである。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（以下「法」という。）

１２条１項の規定に基づく開示請求に対し，中部運輸局長（以下「処分庁」

という。）が行った平成２４年９月３日付け中運総総第１７７号の２によ

る不開示決定（以下「原処分」という。）について，これを取り消し，文

書の開示を求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人が主張する審査請求の理由は，審査請求書及び意見書の記載

によると，おおむね以下のとおりである。 

（１）審査請求書 

ア 「特定年月日Ｆ付け三重行政評価事務所より審査請求人宛行政相談

事案について（回答）」及び「特定年月日Ｇ付け三重行政評価事務所

より審査請求人宛行政相談事案について（補足回答）」は，三重運輸

支局が事実と証拠は全く無視，事実を知らない審査請求人に三重運

輸支局と特定事業者に都合のよい虚偽行政相談連絡文書を作成し，

評価事務所から審査請求人宛に回報させた文書であり違法である。 
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イ 中部運輸局総務課情報公開室担当Ｖは，特定事業者社長よりＷ局長

宛「お客様苦情対応に関する報告」２／４ページのなかで，③特定

月日Ｃ～・・・弊社判断としては，２年前のフロントパット残量７

ｍｍ・・・今回がフロント７．５ｍｍと記載してある文書を開示し

た事実があるのに不開示（不存在）とすることで事業者の私に対す

る不正行為の隠蔽を謀った。 

ウ 特定事業者は特定年月日ＧＷ局長宛「お客様苦情対応に関する報告」

を提出した事実を司法の場で認めた。この事実があるのにもかかわ

らず，三重運輸支局が作成した公文書「特定事業者に対する苦情報

告」特定年月日Ｇには，「次長来庁 特定日Ｈメーカーと私の面談決

定の報告」と記載して特定事業者とＯＢと三重運輸支局が結託して

Ｗ局長宛報告書のなかで特定事業者のリアパット代金の不正請求を

「最終の生産段階でリアディスクパットの未使用を見落としたのに，

審査請求人への請求となってしまった」との事実に反する報告書を

作成させ特定年月日ＩＯＢ同席の下職員Ｘに提出させた。 

（２）意見書 

   ア 国土交通大臣は，処分庁が事業者に対し本件事案を民事事件で決着

をつけろと指示をしたと報告させた。民事に介入させて違法行為の

隠滅を謀った。 

   イ 諮問庁は，不都合な諮問事案を大臣・政務官に隠蔽している。 

   ウ 諮問庁は，諮問事件に関し内容に虚偽の記載がある理由説明書を作

成して私に送付する違法行為を行った。 

   エ 処分庁は，違法・不法行為を行った職員がいるのを知っていながら

法令に基づく措置をする責務を果たしていない。 

   オ 処分庁は，特定年月日Ｅ書類調査を適正に処理せずに事情聴取では

事業者の言い分を鵜呑み。 

   カ 天下りＯＢ（特定協会専務理事Ｍ，元支局長，中部運輸局自動車交

通部旅客第一課長）は，事業者社長の要請を受け，ＯＢの威力を悪

用し事案の情報を入手した。専務理事は事業者に対し内容に虚偽の

記載がある処分庁特定年月日Ｇ付「報告書」及び特定年月日Ｋ付

「報告書」を作成させて処分庁あて提出させた。処分庁は内容虚偽

の改善報告を無視・黙殺した。 

   キ 処分庁は，事業者の違反事実（特定年月Ｂ車検時の不当請求，特定

年月Ａ車検時の契約不履行・架空請求・詐欺。虚偽の陳述（車両法

１００条違反，違反点数６０点），概算見積書の未交付等違反，違反

点数６点，指定整備記録簿の虚偽記載，違反点数３０点）及び他の

ユーザーに対する違反事実（架空請求等）に対する措置を無視・黙

殺している。 
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   ク 処分庁は，特定年月日Ｊ付で特定事業者に対する処分に関しては特

定事業者の違反事実（行政処分・事業停止）を改ざんして違反事実

を文書警告とする警告書を発出した。 

   ケ 以上のことから，処分庁は事業者に対し事実を記載した報告書の提

出指示。事業者に対し法令に基づく適正な行政処分（虚偽の陳述等）

と適正な行政処分の公表をしていない。 

     処分庁は，行うべき義務を果たさずに役所と事業者の違法行為を隠

蔽するために国民からの情報公開請求に対し行政文書不開示決定理

由を法８条の規定を悪用する違法行為を繰り返している。 

     諮問庁が諮問できなかった事案１１件を不当に放置してあるのは，

諮問庁と処分庁の違法・不当行為を隠蔽し，諮問庁と処分庁が行う

べき義務を果たしていない証拠書類である。 

   コ 特定事業者は，社長と社員の違法行為を認めて私に心から陳謝した。 

     諮問庁には，当該事案の情報公開請求が個人情報であることを理由

に用いればこ奴（大臣，政務官）は見抜けないと値踏みする職員が

存在する。 

     諮問庁と処分庁の職員が違法・不当行為を繰り返しているのは明ら

かであるにもかかわらず，国土交通大臣，自動車局局長，中部運輸

局長は，当該職員の監督責任を放棄している事実を認めて私に陳謝

せよ。  

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件審査請求について 

（１）本件開示請求は，法に基づき，処分庁に対し別紙の１に掲げる文書１

ないし文書８に記録された保有個人情報の開示を求めて行われたもので

ある。 

（２）本件開示請求を受けて，処分庁は，別紙の１に掲げる文書７を別紙の

２に掲げる文書⑦と特定し，開示決定（以下，第３においては「処分１」

という。）を行い，併せて別紙の１に掲げる文書１ないし文書６及び文

書８については，文書の特定ができない，又はこれを保有しておらず不

開示とする決定（以下，第３においては「処分２」という。）を行った。 

（３）これに対し，審査請求人は，処分２を取り消し，開示請求した本件請

求保有個人情報のすべての開示を求めて，諮問庁に対し，本件審査請求

を提起した。 

２ 原処分に対する諮問庁の考え方について 

上記１のとおり,審査請求人は別紙の１に掲げる文書１ないし文書６及

び文書８における文書特定について不服を述べていると解されることから，

以下，その点について検証する。 

（１）文書１について 
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処分庁によると，文書１については，審査請求人が別件開示請求の

際に開示請求書の参考として添付された別紙の２に掲げる文書①が考え

られたが，同文書には，三重運輸支局が，特定事業者に係る行政相談事

案に対し措置した，当該特定事業者への調査，指導内容を改ざん及びそ

の結果を捏造した事実の記録はなく，当該部分の補正がなされた場合，

文書①を開示することが可能である旨教示し，法１３条３項に基づき，

相当の期間を定めて開示請求書の補正を求めた。 

同補正の求めに対し，上記補正を求めた部分について補正がなされ

なかったため，文書の特定ができないとして不開示決定を行ったと説明

する。 

相当の期間を定めて補正を求めたにもかかわらず，開示請求書の不

備が補正されないことから，当該開示請求に対して開示しない旨の決定

を行ったことは妥当であると考える。 

 （２）文書２について 

処分庁によると，文書２については，審査請求人が別件開示請求の

際に開示請求書の参考として添付された別紙の２に掲げる文書②が考え

られたが，同文書には，三重運輸支局が，特定事業者に係る行政相談事

案に対し措置した，当該特定事業者への調査，指導内容を改ざん及びそ

の結果を捏造した事実の記録はなく，当該部分の補正がなされた場合，

文書②を開示することが可能である旨教示し，法１３条３項に基づき，

相当の期間を定めて開示請求書の補正を求めた。 

同補正の求めに対し，上記補正を求めた部分について補正がなされ

なかったため，文書の特定ができないとして不開示決定を行ったと説明

する。 

相当の期間を定めて補正を求めたにもかかわらず，開示請求書の不

備が補正されないことから，当該開示請求に対して開示しない旨の決定

を行ったことは妥当であると考える。 

 （３）文書３及び文書４について 

処分庁によると，文書３及び文書４については，特定事業者が，審

査請求人に係る苦情対応について報告した別紙の２に掲げる文書③が考

えられたが，同文書を２種類開示した記録はなく，当該文書は，当初特

定年月日Ｇに特定事業者から三重運輸支局に提出されたものであるが，

記入内容に一部不備が認められたため，三重運輸支局の担当者の指導を

受け，改めて特定年月日Ｉに特定事業者から三重運輸支局に提出された

ものであり，特定年月日Ｇに特定事業者から三重運輸支局に提出された

当初の文書は，特定年月日Ｉの再提出時に特定事業者に返却し，保有し

ていない。そのため，「２種類」の部分の補正がなされた場合，文書③

を開示することが可能であること，文書４については，文書が存在しな
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いため，保有個人情報開示請求書にそのまま記載されたとしても不開示

決定となる旨教示し，法１３条３項に基づき，相当の期間を定めて開示

請求書の補正を求めた。 

同補正の求めに対し，上記補正を求めた部分について補正がなされ

なかったため，文書の特定ができないとして不開示決定を行ったと説明

する。 

相当の期間を定めて補正を求めたにもかかわらず，開示請求書の不

備が補正されないことから，当該開示請求に対して開示しない旨の決定

を行ったことは妥当であると考える。 

なお，本審査請求を受け，念のため，処分庁に対し，文書４が存在

しないか，倉庫，執務室，書架，机等の探索を指示したが，文書の存在

は確認できなかった。 

 （４）文書５について 

処分庁によると，文書５については，特定年月日Ｆに特定事業者社

長，次長が来庁した記録はなく，提出された報告書等の文書も保有しな

い。そのため，そのまま保有個人情報開示請求書に記載されたとしても

不開示決定となる旨教示し，法１３条３項に基づき，相当の期間を定め

て開示請求書の補正を求めた。 

同補正の求めに対し，上記補正を求めた部分について補正がなされ

なかったため，当該個人情報を保有していないとして不開示決定を行っ

たと説明する。 

なお，特定年月日Ｆに三重運輸支局の担当者が特定事業者に電話し，

審査請求人に対する対応状況の報告を受けているが，記録等の文書は作

成されていないと説明する。 

本審査請求を受け，念のため，処分庁に対し，審査請求人の主張す

るような文書が存在しないか，倉庫，執務室，書架，机等の探索を指示

したが，審査請求人の主張するような文書の存在は確認できなかった。 

相当の期間を定めて補正を求めたにもかかわらず，開示請求書の不

備が補正されないことから，当該開示請求に対して開示しない旨の決定

を行ったことは妥当であると考える。 

（５）文書６について 

処分庁によると，文書６については，特定年月日Ｇに特定事業者か

ら三重運輸支局に提出され報告書は，特定年月日Ｉに特定事業者に返還

し，保有していない。そのため，そのまま保有個人情報開示請求書に記

載されたとしても不開示決定となる旨教示し，法１３条３項に基づき，

相当の期間を定めて開示請求書の補正を求めた。 

    同補正の求めに対し，上記補正を求めた部分について補正がなされな

かったため，当該個人情報を保有していないとして不開示決定を行った
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と説明する。 

本審査請求を受け，念のため，処分庁に対し，審査請求人の主張す

るような文書が存在しないか，倉庫，執務室，書架，机等の探索を指示

したが，審査請求人の主張するような文書の存在は確認できなかった。 

相当の期間を定めて補正を求めたにもかかわらず，開示請求書の不

備が補正されないとして，当該開示請求に対して開示しない旨の決定を

行ったことは妥当であると考える。 

 （６）文書８について 

処分庁によると，文書８については，中部運輸局の警告を受け，特

定事業者が中部運輸局長に提出した別紙の２に掲げる文書⑧が考えられ

たが，同文書には，リアパット代金の不正請求（詐欺），概算見積書の

未交付等，道路運送車両法１００条，分解整備記録簿の記載違反の違反

事項を記載せずに「最後の精算段階でディスクパットの未交換を見落と

したためお客さんへの請求となってしまった」との事実確認を改ざんし

た記録はなく，また，同文書は審査請求人の保有個人情報にあたらない

として，そのまま保有個人情報開示請求書に記載されたとしても不開示

決定となる旨教示するとともに，行政文書開示請求として別途請求いた

だくことで同文書を開示できる旨教示し，法１３条３項に基づき，相当

の期間を定めて開示請求書の補正を求めた。 

同補正の求めに対し，上記補正を求めた部分について補正がなされ

なかったため，文書の特定ができないとして不開示決定を行ったと説明

する。 

処分庁に対し，文書⑧の提出を求め，内容を確認したところ，一部

に審査請求人の個人情報と認められる記録が存在することから，適正な

補正がなされた場合は，法１４条３号に該当する部分を不開示として開

示すべき文書であり，補正方法に一部不適切な点は認められるものの，

相当の期間を定めて補正を求めたにもかかわらず，開示請求書の不備が

補正されないことから，当該開示請求に対して開示しない旨の決定を行

ったことは妥当であると考える。 

３  結論 

以上のことから，別紙の２に掲げる文書①ないし文書⑧を特定して行っ

た原処分は妥当であると考える。 

第４ 調査審議の経過 

  当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

  ① 平成２８年１月２６日 諮問の受理 

  ② 同日         諮問庁から理由説明書を収受 

  ③ 同年２月１６日    審査請求人から意見書を収受 

  ④ 同年６月２０日    審議 
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⑤ 同年７月２０日    審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件開示請求について 

本件開示請求は，別紙の１に掲げる文書１ないし文書８に記録された保

有個人情報の開示を求めるものである。 

  処分庁は，①文書７については対象文書を特定し，原処分とは別の処分

によって全部開示とし，②残りの文書１ないし文書６及び文書８について，

本件の開示請求書に記載された文書名では本件請求保有個人情報（請求文

書）の特定が不十分であるとして補正通知を送付して文書特定を求めたが，

審査請求人からの回答がなく，開示請求書の不備が補正されないことから，

ⅰ）文書１ないし文書４及び文書８については，開示請求に形式上の不備

があることを理由として不開示とし，ⅱ）文書５及び文書６については，

これを保有していないとして不開示とする原処分を行った。 

審査請求人は，原処分を取り消し，本件請求保有個人情報に該当する保

有個人情報の開示を求めるとしているところ，諮問庁は，原処分を妥当と

していることから，以下，原処分の妥当性について検討する。 

２ 原処分の妥当性について 

（１）当審査会事務局職員をして，諮問庁に対し，開示請求書の記載では開

示を求める本件請求保有個人情報（請求文書）が特定できないと判断し

た経緯・事情等について確認させたところ，諮問庁は，おおむね以下の

とおり説明する。 

  ア 文書１及び文書２について 

    開示請求書には，審査請求人が開示を求める文書１及び文書２につ

いて，具体的な文書名が記載されている外，各文書の内容に「三重

運輸支局が特定事業者に係る行政相談事案に対し措置した,当該特定

事業者への調査,指導内容を改ざん及びその結果を捏造した」などと

いう条件が付されている。当該条件がなければ，保有している別紙

の２に掲げる文書①及び文書②が対象文書に該当するが，審査請求

人が開示を求めているのは，文書①及び文書②とは別の当該条件が

付された文書であると考えられたので，いずれか確認するため，文

書①及び文書②であれば開示可能である旨教示して補正を求めた。

しかしながら，審査請求人から回答が得られなかったので，文書特

定ができないと判断した。 

  イ 文書３及び文書４について 

審査請求人が開示を求める文書３及び文書４について，文書３は，

特定事業者から三重運輸支局に提出された特定年月日Ｇ付けの「フ

ロント７ｍｍ」と記載されている「お客様苦情対応に関する報告書」

を，文書４は，同じく特定事業者から三重運輸支局に提出された特
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定年月日Ｇ付けの「フロント７．５ｍｍ」と記載されている「お客

様苦情対応に関する報告書」を求めているところ，特定事業者から

三重運輸支局に提出された特定年月日Ｇ付けの「お客様苦情対応に

関する報告書」は「フロント７ｍｍ」と記載されているもの１種類

しか見当たらなかった。 

したがって，「フロント７ｍｍ」と記載されているものでよけれ

ば保有している別紙の２に掲げる文書③が対象文書に該当するが，

審査請求人が開示を求めているのは，文書③であるのかどうかを確

認するため，文書③であれば開示可能であり,文書４は不存在である

旨教示して補正を求めた。しかしながら，審査請求人から回答が得

られなかったので，文書特定ができないと判断した。 

なお，文書４は，特定年月日Ｇに特定事業者から三重運輸支局に

提出された当初の報告書と考えられるが，当該報告書は，特定年月

日Ｉに特定事業者から報告書の再提出を受けた際に返却し，本件開

示請求の時点では保有しておらず，審査請求人に開示したこともな

い。 

  ウ 文書５について 

審査請求人が開示を求める文書５について，特定年月日Ｆに特定

事業者社長，次長が来庁した記録はなく，提出された報告書等の文

書も保有していない。開示請求書の記載のままでは文書不存在であ

る旨教示して補正を求めたが，審査請求人から回答は得られなかっ

たので，当初の開示請求を維持するものと解し，文書不存在と判断

した。 

本審査請求を受け，念のため，処分庁に対し，審査請求人の主張

するような文書が存在しないか，倉庫，執務室，書架，机等の探索

を指示したが，審査請求人の主張するような文書の存在は確認でき

なかった。 

  エ 文書６について 

     審査請求人が開示を求める文書６について，特定年月日Ｇに特定事

業者から三重運輸支局に提出された当初の報告書は，特定年月日Ｉ

に特定事業者から報告書の再提出を受けた際に返却し，保有してい

ない。開示請求書の記載のままでは文書不存在である旨教示して補

正を求めたが，審査請求人から回答は得られなかったので，当初の

開示請求を維持するものと解し，文書不存在と判断した。 

本審査請求を受け，念のため，処分庁に対し，審査請求人の主張

するような文書が存在しないか，倉庫，執務室，書架，机等の探索

を指示したが，審査請求人の主張するような文書の存在は確認でき

なかった。 
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  オ 文書８について 

開示請求書には，審査請求人が開示を求める文書８について， 

具体的な文書名が記載されている外，文書の内容等に「リアパット

代金の不正請求（詐欺），概算見積書の未交付等，法第１００条，

分解整備記録簿の記載違反の違反事項を記載せずに「最後の精算段

階でディスクパットの未交換を見落としたためお客様への請求とな

ってしまった」との事実確認を改ざんした」などといった条件が付

されている。当該条件がなければ，保有している別紙の２に掲げる

文書⑧が対象文書に該当するが，審査請求人が開示を求めているの

は，文書⑧とは別の当該条件が付された文書であると考えられたの

で，いずれか確認するため，文書⑧であれば開示可能である旨教示

して補正を求めた。しかしながら，審査請求人から回答が得られな

かったので，文書特定ができないと判断した。 

カ 特定事案に関する文書の保有状況について 

特定事案は，もともと，審査請求人と特定事業者との間にトラブ

ルが生じたことに端を発し，審査請求人が三重運輸支局や総務省の

行政評価事務所に苦情相談を行った事案である。 

特定事案の関係文書については，過去に審査請求人が何度も開示

請求を行っており，中部運輸局において保有する別紙の２に掲げる

文書①ないし文書③，文書⑦及び文書⑧についても，別件開示請求

により審査請求人に開示済みである。また，過去に審査請求の対象

となったことなどの経緯から，数次にわたり，特定事案の関係文書

の徹底的な探索が行われており，文書①ないし文書③，文書⑦及び

文書⑧と同一名称の別の文書を保有していないことは，確認済みで

ある。 

なお，文書４について，中部運輸局において，以前保有していた

ことがあったが，開示請求時点では保有しておらず，審査請求人に

開示したこともない。 

（２）上記（１）の諮問庁の説明を踏まえ，以下，検討する。 

ア 文書１，文書２及び文書８について 

（ア）諮問庁は，文書１，文書２及び文書８について，上記（１）ア及

びオのとおり，審査請求人が開示を求める文書１，文書２及び文

書８には，特定の条件が付されていて，文書①，文書②及び文書

⑧とは別の文書と考えられたので，確認のため補正を求めたが，

審査請求人から回答が得られなかったので，文書不特定と判断し

た旨説明する。 

（イ）また，諮問庁は，文書①，文書②及び文書⑧については，既に別

件開示請求により審査請求人に開示済みであり，さらに，これら
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文書と同一名称の別の文書を保有していないことは，徹底した探

索によって確認している旨説明する。 

（ウ）本件開示請求書をみると，文書１，文書２及び文書８については，

具体的な文書名に特定の条件が付加されているところ，上記諮問

庁の説明からすると，審査請求人は，既に開示を受けて入手済み

の文書名を自ら示しつつ，あえてこれらの文書に特定の条件を付

け加えているものと認められる。そうすると，本件開示請求にお

いて審査請求人が開示を求める文書１，文書２及び文書８は，中

部運輸局において保有する文書①，文書②及び文書⑧ではなく，

それとは別の文書であることは明らかである。 

   そして，文書①，文書②及び文書⑧と同一名称の別の文書を保有

していないことについては，徹底した探索によって確認されてい

るのであるから，中部運輸局において，文書１，文書２及び文書

８を保有しているとは認められない。 

   したがって，文書１，文書２及び文書８に記録された保有個人情

報の開示請求につき，形式上の不備があるとして不開示とした原

処分については，不存在による不開示決定をすべきであるが，原

処分を取り消して再度不開示決定をする実益はないので，結論に

おいて妥当である。 

イ 文書３及び文書４について 

（ア）諮問庁は，文書３及び文書４について，上記（１）イのとおり，

特定事業者から三重運輸支局に提出された特定年月日Ｇ付けの

「お客様苦情対応に関する報告書」は，開示請求時点において文

書③１種類しか保有していないので，審査請求人が求める文書は，

文書③であるのか，それとも，特定事業者に返却した当初の報告

書であるのか，確認のため補正を求めたが，審査請求人から回答

が得られなかったので，文書不特定と判断した旨説明する。 

（イ）しかしながら，審査請求人は，開示請求書において文書３と文書

４を別のものとして開示請求しているのであるから，文書３に該

当する文書③を保有し，文書４については，以前には保有してい

たが本件の開示請求の時点では保有していなかったのであれば，

通常，文書３に該当するものとして保有している文書③を対象と

して特定した上で開示決定等を行い，文書４については不存在に

よる不開示決定を行えば足りるので，そもそも，本件において補

正を求める必要性それ自体が認められない。 

   文書４を保有していないとする諮問庁の説明に不自然・不合理な

点はなく，また，これを覆すに足りる事情も認められないことか

ら，文書４に記録された保有個人情報の開示請求につき，形式上
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の不備があるとして不開示とした原処分については，不存在によ

る不開示決定をすべきであるが，原処分を取り消して再度不開示

決定をする実益はないので，結論において妥当である。 

   また，文書３については，これに該当するものとして文書③を保

有していることが認められるので，文書③に記載された保有個人

情報を対象として特定した上で，改めて開示決定等をすべきであ

る。 

ウ 文書５及び文書６の保有の有無について 

上記（１）ウ及びエの諮問庁の説明に特段不自然・不合理な点は

認められず，これを覆すに足りる事情も認められない。 

したがって，別紙の１に掲げる文書５及び文書６に記録された保

有個人情報の開示請求につき，これを保有していないとして不開示

とした決定は，妥当である。 

３ 付言 

本件は，審査請求から諮問までに約３年４か月を経過しており，「簡易

迅速な手続」による処理とはいい難く，本件請求保有個人情報の不開示理

由からしても，審査請求から諮問までにそれほど長期間を要するものとは

考え難い。 

諮問庁においては，今後，開示決定等に対する不服申立事件における諮

問に当たって，迅速かつ的確に対応することが望まれる。 

４ 審査請求人のその他の主張について 

  審査請求人はその他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を左

右するものではない。 

５ 本件不開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求保有個人情報の開示請求に対し，文書１ない

し文書４及び文書８に記録された保有個人情報につき，開示請求に形式上

の不備があるとして不開示とし，文書５及び文書６に記録された保有個人

情報につき，これを保有していないとして不開示とした決定については，

文書１，文書２，文書４及び文書８に記録された保有個人情報につき，開

示請求に形式上の不備があるとして不開示としたことは結論において妥当

であり，文書５及び文書６に記録された保有個人情報につき，中部運輸局

においてこれに該当する保有個人情報を保有しているとは認められず，不

開示としたことは妥当であるが，文書３に記録された保有個人情報につき，

開示請求に形式上の不備があるとして不開示としたことは，文書③に記録

された保有個人情報を対象として，改めて開示決定等をすべきであると判

断した。 

（第５部会） 

委員 南野 聡，委員 椿 愼美，委員 山田 洋 
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別紙 

１ 本件請求保有個人情報（以下の文書に記録された保有個人情報） 

 

審査請求人が特定年月日Ｌ付けで行政機関の保有する情報公開に関する法

律にもとづき，中部運輸局長宛に行政相談事案に関する行政文書の開示を求

めた。 

中部運輸局総務課Ｖが，補正後，三重運輸支局が,特定事業者に係る行政

相談事案に対し措置した，当該特定事業者への調査，指導内容を改ざん及び

その結果を捏造した 

文書１ 特定年月日Ｆ付け三重行政評価事務所行政相談課から審査請求人あ

て「行政相談事案について（回答）」 

文書２ 別紙 

 

審査請求人に対し中部運輸局総務課Ｖは，特定年月日Ｇ付け特定事業者社

長よりＷ局長宛「お客様苦情対応に関するご報告」を２種類開示した。文書

２／４ページ③その後の経過のなかで， 

文書３ 特定日Ｃから特定日Ｄ・・弊社判断としては，指定整備記録簿のパ

ット残量フロント７ｍｍ，リア５ｍｍ，今回がフロント７ｍｍ，リ

ア３．５ｍｍであったとの記載してある文書 

文書４ 特定日Ｃから特定日Ｄ・・弊社判断としては，指定整備記録簿のパ

ット残量フロント７ｍｍ，リア５ｍｍ，今回がフロント７．５ｍｍ，

リア３．５ｍｍであったとの記載してある文書 

 

文書５ 特定月日Ｆ特定事業者社長，次長が来庁し提出した報告書 

 

文書６ 特定月日Ｇ特定事業者社長，幹部，来庁し提出した報告書 

 

文書７ 特定年月日Ｉ特定時間～事業者社長，幹部 来庁し販売協会Ｙ専務

理事同席の下支局職員Ｘに報告書差し替え分の説明と差し替えをした

報告書 

 

文書８ リアパット代金の不正請求（詐欺），概算見積書の未交付等，法第

１００条，分解整備記録簿の記載違反の違反事項を記載せずに「最後

の精算段階でディスクパットの未交換を見落としたためお客様への請

求となってしまった」との事実確認を改ざんした特定年月日Ｋ付け特

定事業者社長よりＺ中部運輸局長宛指定自動車整備事業の改善報告 
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２ 中部運輸局において保有している文書 

 

文書① 別紙 特定年月日Ｆ付け三重行政評価事務所行政相談課から審査請

求人あて文書「行政相談事案について（回答）」 

 

文書② 特定年月日Ｉ付け三重行政評価事務所行政相談課から審査請求人あ

て文書「行政相談事案について（補足回答）」の別紙 

 

文書③ 特定年月日Ｉに提出された特定年月日Ｇ付け「お客様苦情対応に関

するご報告」（「フロント７ｍｍ」と記載） 

 

文書⑦ 特定年月日Ｉに提出された特定年月日Ｇ付け「お客様苦情対応に関

する報告」 

 

文書⑧ 特定年月日Ｋ付け運輸局長あて指定整備事業者の改善報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




